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審決 

 

不服２０１９－１０５８９ 

 

 （省略） 

 請求人 三菱重工冷熱株式会社 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 岡 潔 

 

 特願２０１７－６２５９「結晶雪の降雪システム」拒絶査定不服審判事件

〔平成３０年７月２６日出願公開、特開２０１８－１１５７９４〕について、

次のとおり審決する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

第１ 手続の経緯 

 本願は、平成２９年１月１７日の出願であって、平成３０年１１月１日付け

で拒絶の理由が通知され、平成３０年１２月１９日に意見書及び手続補正書が

提出されたところ、令和１年５月１４日付け（発送日：令和１年５月１６日）

で拒絶査定がなされ、それに対して、令和１年８月８日に拒絶査定不服審判の

請求がなされると同時に手続補正がなされたものである。 

 

第２ 令和１年８月８日にされた手続補正についての補正の却下の決定 

［補正の却下の決定の結論］ 

 令和１年８月８日にされた手続補正（以下「本件補正」という。）を却下す

る。 

［理由］ 

１ 補正の内容 

（１）本件補正前の特許請求の範囲 

 本件補正前の、平成３０年１２月１９日に提出された手続補正書により補正

された特許請求の範囲の請求項１の記載は次のとおりである。 

「【請求項１】 

 水平方向に延びる仕切りにより上下に仕切られたスペース内において、上部

には結晶雪製造部が、下部には結晶雪降雪部が設けられ、 

 前記結晶雪製造部は、少なくとも一方が回転駆動可能な上ローラーと下ロー

ラーとの間で、無端状に掛け渡されたメッシュ状膜体を備えた回転通気膜装置

と、前記下ローラーの近傍で、先端縁が前記メッシュ状膜体の外表面に対して

離間する結晶雪脱落体とを有し、氷点下で、氷飽和以上の水蒸気を含む湿り空

気により、メッシュ状膜体の外表面に結晶雪を生成し、 
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 前記結晶雪降雪部は、前記結晶雪製造部により製造された結晶雪の降雪中に、

結晶雪を湿雪化する湿雪化装置と、前記結晶雪降雪部のスペース内の温湿度を

調整する温湿度調整装置とを有し、 

 前記仕切りは、互いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔てて配置され、

上方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能である複数の

ローラーであって、前記最狭部より上のスペースに、脱落する結晶雪を受ける

ことが可能なように配置された複数のローラーであり、 

それぞれのローラーは、前記外周面に植毛された回転ブラシ体を構成し、隣接

するローラーの間の最狭部において、結晶雪を圧密化することなしに、互いの

ブラシが重なり合うことにより、仕切りが形成される、 

ことを特徴とする結晶雪の降雪システム。」 

 

（２）本件補正後の特許請求の範囲 

 本件補正により、特許請求の範囲の請求項１の記載は、次のとおり補正され

た。 

「【請求項１】 

 水平方向に延びる仕切りにより上下に仕切られたスペース内において、上部

には結晶雪製造部が、下部には結晶雪降雪部が設けられ、 

 前記結晶雪製造部は、少なくとも一方が回転駆動可能な上ローラーと下ロー

ラーとの間で、無端状に掛け渡されたメッシュ状膜体を備えた回転通気膜装置

と、前記下ローラーの近傍で、先端縁が前記メッシュ状膜体の外表面に対して

離間する結晶雪脱落体とを有し、氷点下で、氷飽和以上の水蒸気を含む湿り空

気により、メッシュ状膜体の外表面に結晶雪を生成し、 

 前記結晶雪降雪部は、前記結晶雪製造部により製造された結晶雪の降雪中に、

結晶雪を湿雪化する湿雪化装置と、前記結晶雪降雪部のスペース内の温湿度を

調整する温湿度調整装置とを有し、 

 前記仕切りは、互いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔てて配置され、

上方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能である複数の

ローラーであって、前記最狭部より上のスペースに、脱落する結晶雪を受ける

ことが可能なように配置された複数のローラーであり、 

それぞれのローラーは、前記外周面に植毛された回転ブラシ体を構成し、隣接

するローラーの間の最狭部において、結晶雪を圧密化することなしに、互いの

ブラシが重なり合うことにより、仕切りが形成され、 

前記複数のローラーそれぞれの回転数は、前記対応する最狭部より上のスペー

スにおいて、対応する前記回転通気膜装置の前記結晶雪脱落体により脱落した

結晶雪に対して、対応する前記回転通気膜装置が一回転して、新たな結晶雪が

互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないように、設定される、 

ことを特徴とする結晶雪の降雪システム。」 

（下線部は、補正箇所である。） 

 

２ 補正の適否について 

２－１ 補正の目的について 
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 上記補正は、補正前の請求項１に記載した発明を特定するために必要な事項

である「複数のローラー」に関して、「前記複数のローラーそれぞれの回転数

は、前記対応する最狭部より上のスペースにおいて、対応する前記回転通気膜

装置の前記結晶雪脱落体により脱落した結晶雪に対して、対応する前記回転通

気膜装置が一回転して、新たな結晶雪が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、

大雪片化しないように、設定される」と補正するものである。 

 しかしながら、上記補正における「対応する前記回転通気膜装置が一回転し

て、新たな結晶雪が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないよ

うに、設定される」との記載において、「回転通気膜装置が一回転する」こと

と「新たな結晶雪が互いの樹脂同士が絡み合うこと」との関係が不明であるた

め、請求項１に記載した発明としても技術内容が不明確である。 

 よって、上記補正は、請求項の削除、特許請求の範囲の減縮、誤記の訂正、

又は明りょうでない記載の釈明のいずれを目的とするものともいえない。 

 請求人は、審判請求書において、本件補正が、いわゆる限定的減縮を目的と

する旨を主張する。 

 しかし、補正が特許請求の範囲の減縮（特許法第１７条の２第５項第２号）

を目的とするものといえるためには、補正前後の特許請求の範囲の広狭を論じ

る前提として、補正前後の特許請求の範囲の記載がそれぞれ技術的に明確であ

ることが必要である。しかるに、上記のとおり、補正後の請求項１に記載した

発明は技術内容が不明確であり、上記前提を欠いているから、上記請求人の主

張は採用できない。 

 

２－２ 新規事項の有無について 

 上記（１）で検討したように、「対応する前記回転通気膜装置が一回転して、

新たな結晶雪が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないように、

設定される」との記載において、「回転通気膜装置が一回転する」ことと「新

たな結晶雪が互いの樹脂同士が絡み合うこと」との関係が不明であるが、先に

脱落した結晶雪に対し、回転通気膜装置が一回転してから脱落する新たな結晶

雪が絡み合うことを意味するものとして、以下検討する。 

 願書に最初に添付した明細書又は図面（以下「当初明細書等」という。）の

段落【００３２】には、「複数のローラー３０６の回転数は、たとえば、回転

ブラシ３１４径が５０φないし６０φであれば、１ＲＰＭないし２ＲＰＭに設

定し、回転ブラシ３１４の上に落下した結晶雪の上に、同じ回転通気膜装置１

０から次の結晶雪が落下し、結晶雪の樹枝同士が絡み合い、大雪片化するのを

防止してもよい。」と記載されている。 

 すなわち、当初明細書等には、複数のローラーの回転数を設定して、回転ブ

ラシ３１４の上に落下した結晶雪の上に、同じ回転通気膜装置１０から次の結

晶雪が落下し、結晶雪の樹枝同士が絡み合い、大雪片化するのを防止すること

が記載されているが、上記補正における「複数のローラーの回転数」が「対応

する前記回転通気膜装置が一回転して、新たな結晶雪が互いの樹枝同士が絡み

合うことにより、大雪片化しないように、設定される」点は記載されておらず、

この点は当初明細書等の記載から自明な事項ともいえない。 
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 請求人は、審判請求書において、「上記記載において、『回転ブラシ３１４

の上に落下した結晶雪の上に、同じ回転通気膜装置１０から次の結晶雪が落下』

について、回転通気膜装置１０が回転して、下ローラーの近傍に設けられた結

晶雪脱落体を通過することにより、膜表面に生成された結晶雪が脱落され、１

回転する間に膜表面に結晶雪が生成され、結晶雪脱落体により再び脱落されて、

新たな結晶雪がすでに落下した結晶雪の上に落下することを意味するのは自明

である。」と主張する。 

 しかし、本願の【図２】にも示されるように、回転通気膜装置１０のメッシ

ュ状膜体１２の表面には霜Ｍが次々と生成され、これが落下して雪Ｓとなるの

であるから、回転通気膜装置１０が一回転するまでもなく、次々と雪Ｓが落下

すると認められる。そうすると、段落【００３２】の「回転ブラシ３１４の上

に落下した結晶雪の上に、同じ回転通気膜装置１０から次の結晶雪が落下し」

は、回転通気膜装置が一回転するまでもなく、メッシュ状膜体１２から次々と

雪Ｓが落下することを意味すると解されるのであり、先に脱落した結晶雪に対

し、回転通気膜装置が一回転してから新たな結晶雪が脱落することを意味する

とは解せないから、上記請求人の主張は採用できない。 

 したがって、本件補正は、当初明細書等のすべてを総合することにより導か

れる技術的事項との関係において新たな技術的事項を導入するものであり、当

初明細書等に記載した事項の範囲内においてしたものではない。 

 

２－３ 独立特許要件について 

 仮に本件補正が特許法第１７条の２第５項第２号の特許請求の範囲の減縮を

目的とするものであるとして、本件補正後の請求項１に記載された発明（以下

「本願補正発明」という。）が特許出願の際独立して特許を受けることができ

るものであるか（特許法第１７条の２第６項において準用する同法第１２６条

第７項の規定に適合するか）について、以下に検討する（下線は当審にて付し

た。以下同様。）。 

 

（１）引用例１ 

 原査定の拒絶の理由に引用文献１として引用された特開２０１６－６３６２

号公報（以下「引用例１」という。）には、図面とともに以下の事項が記載さ

れている。 

 

（１－ａ）「【発明が解決しようとする課題】 

【００１０】 

以上の技術的問題点に鑑み、本発明の目的は、造雪した雪粒を雪片化すること

により、雪質を所望に変えることが可能な雪片の生成方法を提供することにあ

る。 

以上の技術的問題点に鑑み、本発明の目的は、雪を利用した環境試験において、

既存の試験室に設置可能であり、試験室における試験条件の融通性を向上した

雪片の生成装置を提供することにある。 

以上の技術的問題点に鑑み、本発明の目的は、造雪工程と降雪工程とを分離し、
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その間で、造雪工程により造雪された雪粒を雪片化し、生成された雪片を所望

に降雪することが可能な雪片の生成方法を提供する。」 

 

（１－ｂ）「【００１９】 

以下に本発明の環境試験方法および環境試験装置の第１実施形態について、図

面を参照しながら、以下に詳細に説明する。 

まず、雪環境試験システムについて説明すれば、図１に示すように、雪環境試

験システム１０は、氷粒からなる人工雪を利用し、人工雪により試験供試体で

ある車両 V に対して降雪を模擬するように構成され、そのために、雪環境試験

システム１０は、人工雪を造る造雪部と、造雪した雪粒を搬送する搬送部と、

搬送される雪粒を拡散させる拡散部と、拡散した雪粒から雪片を生成する雪片

生成部と、生成した雪片を降雪させる降雪部とを有し、このうち、搬送部の一

部と、拡散部と、雪片生成部と、降雪部とが、車両 V が配置される試験室内に

配置され、造雪部と搬送部とが試験室外に配置される。」 

 

（１－ｃ）「【００２４】 

造雪部においてフレーク状の氷片を破砕して氷粒にするのに用いる砕氷機（図

示せず）は、主に、上部に配置されたロータリーフィーダー（図示せず）と、

下部に配置された一対の砕氷ドラム（図示せず）とからなり、供給された氷片

をロータリーフィーダーにより分量化して一対の砕氷ドラムに供給し、一対の

砕氷ドラムにより砕氷して、所定粒径の氷粒として雪供給管４０に供給するよ

うにしている。 

【００２５】 

拡散部において、人工雪の拡散装置３４について説明すれば、人工雪の拡散装

置３４は、搬送される氷粒を所望拡散範囲に亘って拡散するのに用いられる。」 

 

（１－ｄ）「【００３６】 

なお、最狭部３０４において、隣接するローラー３０６同士は、凹凸３１０を

介して噛み合っており、実質的に、複数のローラー３０６により、試験室３０

８の上部スペースと下部スペースとは仕切られていることから、従来において

は、試験室３０８の上部において、人工雪を製造するのに零度以下に試験室３

０８内の温度を維持する必要があり、上下スペースが連通することに起因して、

試験室３０８の下部において、降雪部のスペースも同様な温度となっていたこ

とから、たとえば、降雪部において、雪片を湿雪化することが技術的に困難で

あった点を克服している。 

なお、生成した雪片をローラーから剥離して降雪を模擬するのに、剥離手段と

して、別途ローラーを加振することでもよいし、エアをそれぞれのローラー３

０６の内部から貫通穴３１６を通じて噴出して、生成した雪片を担体手段の表

面から剥離させてもよい。 

【００３７】 

変形例としては、図１１および図１２に示すように、複数のローラー３０６は、

試験室３０８内の上方において、試験室３０８を仕切るように配置され、それ
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ぞれのローラー３０６は、外周面３１２に植毛された回転ブラシ３１４を構成

し、外周面３１２には、多数の貫通穴３１６が設けられ、剥離手段は、エアを

それぞれのローラー３０６の内部から貫通穴３１６を通じて噴出するのでもよ

い。 

回転ブラシ３１４は、たとえば、樹脂製の柔軟性を有する材質からなり、ゴム

ローラー３０６の場合と異なり、その先端が、対向するローラー３０６の外周

面３１２に接触する長さを有してもよく、回転ブラシ３１４の径および回転ブ

ラシ３１４のローラー３０６の外周面３１２上の密度は、回転ブラシ３１４を

除くローラー３０６の外周面３１２上に雪粒が付着し得る面積の観点から適宜

定めればよい。 

エアの噴出は、パルス的に噴出するのでもよく、エアの温度を－１℃以下の冷

風とすることにより、試験室３０８内の温度が零度以上であっても、この雰囲

気が回転ブラシ３１４及びローラー３０６に直接接触しないようにし、以って

生成された雪片が溶解するのを防止することが可能である。エアの貫通穴３１

６の密度は、このような観点から定めればよい。 

【００３８】 

なお、ゴムローラー３０６の場合には、隣接するローラー３０６の最狭部３０

４において、付着した雪粒を圧密化することから、硬化した雪片を模擬するの

に適し、回転ブラシ３１４付きローラー３０６の場合には、ゴムローラー３０

６とは異なり、付着した雪粒を圧密化しないことから、結晶雪を回転ブラシ３

１４によりローラー３０６から剥離し、降雪を模擬するのに適するが、いずれ

にせよ、ゴムローラー３０６の場合も、回転ブラシ３１４付きローラー３０６

の場合も、特に、回転ブラシ３１４を高密度にして、対向するローラー３０６

の外周面３１２まで及ぶ長さとすることにより、ローラー３０６を水平方向に

整列配置することにより、試験室３０８内を仕切ることが可能であり、試験室

３０８内において、造雪スペースと降雪スペースとを互いに独立の温度領域と

し、たとえば、試験室３０８の上部スペースを零下として造雪スペースとして

利用し、一方試験室３０８の下部スペースを降雪スペースとして利用し、造雪

され、生成された雪片を用いて、降雪模擬する場合に、降雪スペースを零度以

上として、降雪中に湿雪化することも可能となる。 

図１３に示すように、さらなる変形例として、複数のゴムローラー３０６と、

回転ブラシ３１４付きローラー３０６とを組み合わせ、回転ブラシ３１４付き

ローラー３０６を複数のゴムローラー３０６より上側に配置して、まず、回転

ブラシ３１４付きローラー３０６により、雪粒から雪片を生成し、さらに、複

数のゴムローラー３０６により圧密化してもよい。 

 加えて、担体手段としてのローラー３０６について、帯電可能な材質から構

成し、担体であるローラー３０６に向かって搬送される帯電した雪粒を静電気

力による吸引するのでもよく、この場合には、雪粒は、担体に向かって搬送さ

れる間に、粒の大きさに応じてプラス電荷またはマイナス電荷に帯電され、そ

れにより、担体手段において、粒径の異なる雪粒が混在した雪片として形成し、

雪質を変えることが可能となる。 

【００３９】 
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以上の構成を有する雪環境試験システム１０について、雪片の生成方法を含め、

その作用を以下に説明する。 

まず、担体が配置される試験室３０８内の温度および／湿度を所定に設定する

とともに、複数のローラー３０６を連続的に回転させておく。回転数は、たと

えば、１０ＲＰＭである。 

次いで、リーマ式製氷機２２により、氷片を製造し、砕氷機２６により、氷片

を破砕し、氷粒を生成し、雪供給管４０を通じて拡散装置３４に圧送し、拡散

プレート７４と協働して、雪粒をゴムローラー３０６の上面３２０に向けて下

方に拡散する（図９のＡ参照）。 

次いで、拡散装置により拡散した雪粒が、複数のローラー３０６の上部に積も

る。 

次いで、積もった雪粒は、隣接するローラー３０６間の最狭部３０４において、

圧密化されることにより、多数の雪粒同士が付着して、不定形だが、たとえば

３ｍｍ辺から１０ｍｍ辺に雪片化される。すなわち、最狭部３０４において、

隣接するローラー３０６の一方の凹部と他方の凸部とにより、雪粒同士を圧密

化するようにしている。 

【００４０】 

次いで、隣接するローラー３０６間において、１つおきに、下方への送り出し

が行われ、生成された雪片は、ローラー３０６の回転により下方に送り出され、

そのまま下方に落下し、降雪を模擬し、試験体である車両Ｖの上部に積雪する

（図９のＢ参照）。 

なお、複数のローラー３０６による雪片の生成段階と、拡散装置３４による雪

粒の拡散段階とは、バッチ的に行ってもよい。すなわち、拡散装置による雪粒

の拡散する際、駆動ローラー３０６を停止しておき、複数のローラー３０６を

回転しない状態としておき、それにより、拡散する雪粒が複数のローラー３０

６の上部に積雪する。次いで、所望高さまで積雪した段階で、駆動ローラー３

０６を駆動し、複数のローラー３０６を回転させ、複数のローラー３０６の上

部の積雪層がなくなるまで、雪片を生成して、降雪を模擬してもよい。 

【００４１】 

以上の構成を有する雪片の生成方法によれば、造雪した雪粒をそのまま利用せ

ずに、担体が配置される周囲温度および／周囲湿度を所定に設定したうえで、

予め造雪された雪粒を担体に向かって搬送し、搬送された雪粒を担体の表面で

捕捉して、雪粒同士を担体表面上で付着成長させることにより、雪片を生成し、

生成した雪片を担体表面から剥離することにより、造雪した雪粒の雪片化を通

じて、たとえば、担体表面から剥離する雪片を降雪させる場合において、降雪

する雪粒の大きさを変えたり、造雪工程と降雪工程とを分離することにより、

造雪環境と異なる環境（温度条件、湿度条件）で降雪させ、降雪中に湿雪化す

ることも可能であり、総じて、雪質を所望に変えることが可能である。 

また、造雪工程と降雪工程とを分離することが可能であるので、造雪工程にお

いて造雪した人工雪をいったん貯雪し、試験を行う際、貯雪中の雪を搬送して、

降雪に利用することが可能である。」 
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（１－ｅ）「【００４７】 

以上、本発明の実施形態を詳細に説明したが、本発明の範囲から逸脱しない範

囲内において、当業者であれば、種々の修正あるいは変更が可能である。 

たとえば、本実施形態において、降雪を模擬する雪として、氷片を破砕するこ

とにより形成される人工雪であるものとして説明したが、それに限定されるこ

となく、自然雪であったり、あるいは所定湿度および所定温度の冷風を利用し

て生成される人工結晶雪であってもよく、これらは湿雪でなくてもよい。 

たとえば、本実施形態において、雪片を生成する態様として、雪粒を捕捉する

担体手段として、第１実施形態ないし第５実施形態それぞれにおいて、複数の

ローラー、可動式金網、ブラインド構造、回転ベルト式通気膜を単一の担体手

段としてそれぞれ利用するものとして説明したが、それに限定されることなく、

たとえば、試験室内において、複数のローラーと可動式金網とを採用する領域

を区分けする等、適宜、担体手段を任意に組み合わせて用いてもよい。」 

 

（１－ｆ）「【図１１】 

 
」 

 

（１－ｇ）図１１には、複数のローラ３０６は、互いに平行に外周面を対向さ

せて所定間隔を隔てて配置され、上方から隣接するローラーの間の最狭部に向

かう向きに回転可能である複数のローラーであって、前記最狭部より上のスペ

ースに、脱落する雪を受けることが可能なように配置された点が示されている。 

 

 上記（１－ａ）～（１－ｇ）の事項を総合すると、引用例１には、次の発明

が記載されていると認められる（以下「引用発明」という。）。 

 

「氷粒からなる人工雪を利用し、人工雪により降雪を模擬するように構成され

た雪環境試験システム１０において、 
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 人工雪を造る造雪部と、造雪した雪粒を搬送する搬送部と、搬送される雪粒

を拡散させる拡散部と、拡散した雪粒から雪片を生成する雪片生成部と、生成

した雪片を降雪させる降雪部とを有し、このうち、搬送部の一部と、拡散部と、

雪片生成部と、降雪部とが、試験室３０８内に配置され、造雪部と搬送部とが

試験室３０８外に配置され、 

 複数のローラー３０６が、試験室３０８内の上方において、試験室３０８を

仕切るように配置され、それぞれのローラー３０６は、外周面３１２に植毛さ

れた回転ブラシ３１４を構成し、 

 回転ブラシ３１４付きローラー３０６は、ゴムローラー３０６とは異なり、

付着した雪粒を圧密化しないものであり、 

 回転ブラシ３１４を高密度にして、対向するローラー３０６の外周面３１２

まで及ぶ長さとし、ローラー３０６を水平方向に整列配置することにより、試

験室３０８内を仕切ることが可能であり、 

 複数のローラー３０６は、互いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔て

て配置され、上方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能

である複数のローラーであって、前記最狭部より上のスペースに、脱落する雪

を受けることが可能なように配置され、 

 試験室３０８内において、造雪スペースと降雪スペースとを互いに独立の温

度領域とし、試験室３０８の上部スペースを零下として造雪スペースとして利

用し、一方試験室３０８の下部スペースを降雪スペースとして利用し、造雪さ

れ、生成された雪片を用いて、降雪模擬する場合に、降雪スペースを零度以上

として、降雪中に湿雪化することが可能であり、 

 造雪工程と降雪工程とを分離することにより、造雪環境と異なる環境（温度

条件、湿度条件）で降雪させる雪環境試験システム１０。」 

 

（２）引用例２ 

 原査定の拒絶の理由に引用文献２として引用された特開平９－３２９３８０

号公報（以下「引用例２」という。）には、図面とともに以下の事項が記載さ

れている。 

 

（２－ａ）「【０００９】 

【発明が解決しようとする課題】本発明の目的は上記問題点を解決するため、

単一結晶の結晶雪を連続的に広域に大量に造雪し、降らせることである。 

【００１０】 

【課題を解決するための手段】前記目的を達成するために、本発明の人工結晶

雪製造装置は、所定氷点下の温度をつくる冷却器、その冷風を循環させる送風

装置、氷飽和以上の飽和雰囲気をつくり出す加湿装置、膜体が細かいメッシュ

の織物状で、所定間隔で設置された多数の回転通気膜装置、その膜体の一端に

設けた霜除去装置を備えるとともに加湿装置が低水温の蒸発による低温加湿パ

ンを多段に配設したものとし、加湿パンは蒸発面以外を断熱した流水式とした

構造のものとしてある。」 
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（２－ｂ）「【００１４】 

【実施例】以下、本発明の実施例を図面を参照して説明する。図１の人工降雪

装置は、断熱された造雪機械室１内に設置された冷却器２により、所定温度に

冷却された空気を送風機３により加湿装置４に送る。 

【００１５】加湿装置では、低湿度の空気を霜が成長できるように氷飽和以上

の空気湿度にするために水蒸気の供給を行う。この条件に最も適している加湿

装置は加湿パンで、特に水温を通常の空調に利用するような沸騰型の加湿では

なく、低温度の水温、特に４０℃以下の水温設定をした低温加湿パンである。 

【００１６】また、流路全体を均一に氷飽和以上にするためには、流路全体に

少しずつ加湿するよう図４のように加湿パン５を多段に設け、タンク７の水を

ポンプＰにて送りヘッダ６ａから各加湿パンへ給水し、加湿パンからの水は戻

りヘッダ６ｂよりタンク７に戻されるようにする。 

【００１７】さらに重要なのは加湿水温を一定に保つことである。加湿水温は

空気の顕熱上昇にもなるため、水温を一定にしておかないと、空気温度にも分

布むらができて温度の違う条件の霜が成長してしまうからである。そのため加

湿器は、図４のシステムに示すように流水型の加湿パン５とし、加湿水温の制

御はタンク７に配したヒータ８により行う。なお、加湿器の加湿面以外の面も

空気の顕熱負荷になるため、その面も断熱することが必要である。 

【００１８】その他の加湿方法でも上記のように氷飽和以上の条件をつくるこ

とができれば採用できる。例えば超音波加湿器である。超音波加湿器において

も、上記に示したように流路に均一に加湿するように配置することが必要であ

ることはいうまでもない。加湿装置からの空気は送りダクトＤ１から造雪ユニ

ット内へ送り込まれる。 

【００１９】造雪ユニットは、下部が開口する造雪室９内に所定間隔に設けら

れた回転通気膜装置１０で構成してある。同装置１０は、上下一対の回転体１

１ａ、１１ｂへ通気膜体１２を掛け渡したものとしてあり、上下いずれかの回

転体を駆動用とし、他は従動用としてある。 

【００２０】膜体はなるべくフラットな膜が好ましく、その膜の密度はなるべ

く細かい方がよい。例えば合成樹脂繊維の平織り膜で、通気用の網目が５～３

００メッシュ程度のものが好ましい。また、膜の回転数は霜の成長時間にあわ

せて決められるが、０．２～５ｒｐｈ位が好適である。 

【００２１】膜体の最下部に当たる箇所には霜Ｍを除去する装置１３を設けて

あり、霜Ｍを膜体から落下させ、その落下霜が降下雪Ｓとなる。霜除去装置１

３には種々の手段のものがあるので、特に限定はしないが、例えばスクレーパ、

回転ブラシなどの機械的なものでもよく、あるいはエアを吹き付けて霜を吹き

飛ばすものでもよい。 

【００２２】膜体１２表面の霜は霜除去装置１３を通過した後に成長を始め、

膜体１２の回転により上方へ移動し、回転体１１ａに達し、さらに回転体１１

ｂまで下降する。膜体が回転する間に霜Ｍは加湿空気から常に氷飽和以上の水

蒸気が供給されて次第に成長し、再下段に達して最も大きく成長した状態で霜

除去装置１３により落下させられる。」 
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 上記（２－ａ）、（２－ｂ）の事項を総合すると、引用例２には、以下の事

項が記載されていると認められる（以下「引用例２記載の事項」という。）。 

 

「所定氷点下の温度をつくる冷却器２により、所定温度に冷却された空気を送

風機３により加湿装置４に送り、加湿装置４からの空気は送りダクトＤ１から

造雪ユニット内へ送り込まれ、 

 造雪ユニットは、下部が開口する造雪室９内に所定間隔に設けられた回転通

気膜装置１０で構成してあり、同装置１０は、上下一対の回転体１１ａ、１１

ｂへ通気膜体１２を掛け渡したものであり、 

 前記通気膜体１２はなるべくフラットな膜が好ましく、合成樹脂繊維の平織

り膜で、通気用の網目が５～３００メッシュ程度のものであり、 

前記通気膜体１２の最下部に当たる箇所には霜Ｍを除去する装置１３を設けて

あり、 

 前記通気膜体１２が回転する間に霜Ｍは加湿空気から常に氷飽和以上の水蒸

気が供給されて次第に成長し、再下段に達して最も大きく成長した状態で霜除

去装置１３により落下させられる人工結晶雪製造装置。」 

 

（３）対比 

 本願補正発明と引用発明とを対比する。 

 

ア 引用発明は、「ローラー３０６を水平方向に整列配置することにより、試

験室３０８内を仕切ることが可能であり」、「試験室３０８内において、造雪

スペースと降雪スペースとを互いに独立の温度領域とし、試験室３０８の上部

スペースを零下として造雪スペースとして利用し、一方試験室３０８の下部ス

ペースを降雪スペースとして利用」するものであるから、試験室３０８を上下

に仕切られているといえる。 

 よって、引用発明の上記構成と、本願補正発明の「水平方向に延びる仕切り

により上下に仕切られたスペース内において、上部には結晶雪製造部が、下部

には結晶雪降雪部が設けられ」る点とは、「水平方向に延びる仕切りにより上

下に仕切られたスペース内において、上部には造雪部が、下部には降雪部が設

けられ」る点で共通する。 

 

イ 引用発明は、「試験室３０８の下部スペースを降雪スペースとして利用し、

造雪され、生成された雪片を用いて、降雪模擬する場合に、降雪スペースを零

度以上として、降雪中に湿雪化することが可能」であり、「造雪工程と降雪工

程とを分離することにより、造雪環境と異なる環境（温度条件、湿度条件）で

降雪させる」から、降雪を湿雪化する装置と、温湿度を調整する装置とを有し

ているといえる。 

 よって、引用発明の上記構成と、本願補正発明の「結晶雪降雪部は、結晶雪

製造部により製造された結晶雪の降雪中に、結晶雪を湿雪化する湿雪化装置と、

前記結晶雪降雪部のスペース内の温湿度を調整する温湿度調整装置とを有」す

る点は、「降雪部は、造雪部により製造された雪の降雪中に、雪を湿雪化する
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湿雪化装置と、前記降雪部のスペース内の温湿度を調整する温湿度調整装置と

を有」する点で共通する。 

 

ウ 引用発明の「複数のローラ３０６は、互いに平行に外周面を対向させて所

定間隔を隔てて配置され、上方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向

きに回転可能である複数のローラーであって、前記最狭部より上のスペースに、

脱落する雪を受けることが可能なように配置され」る点と、本願補正発明の

「仕切りは、互いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔てて配置され、上

方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能である複数のロ

ーラーであって、前記最狭部より上のスペースに、脱落する結晶雪を受けるこ

とが可能なように配置された複数のローラーであ」る点とは、「仕切りは、互

いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔てて配置され、上方から隣接する

ローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能である複数のローラーであって、

前記最狭部より上のスペースに、脱落する雪を受けることが可能なように配置

された複数のローラーであ」る点で共通する。 

 

エ 引用発明の「それぞれのローラー３０６は、外周面３１２に植毛された回

転ブラシ３１４を構成」し、「回転ブラシ３１４を高密度にして、対向するロ

ーラー３０６の外周面３１２まで及ぶ長さとし、ローラー３０６を水平方向に

整列配置することにより、試験室３０８内を仕切ることが可能であり」、「回

転ブラシ３１４付きローラー３０６は、ゴムローラー３０６とは異なり、付着

した雪粒を圧密化しないものであ」る点と、本願補正発明の「それぞれのロー

ラーは、外周面に植毛された回転ブラシ体を構成し、隣接するローラーの間の

最狭部において、結晶雪を圧密化することなしに、互いのブラシが重なり合う

ことにより、仕切りが形成され」る点とは、「それぞれのローラーは、外周面

に植毛された回転ブラシ体を構成し、隣接するローラーの間の最狭部において、

雪を圧密化することなしに、互いのブラシが重なり合うことにより、仕切りが

形成され」る点で共通する。 

 

オ 引用発明の「降雪させる雪環境試験システム１０」と、本願補正発明の 

「結晶雪の降雪システム」とは、「降雪システム」である点で共通する。 

 

 したがって、本願補正発明と引用発明とは、 

「水平方向に延びる仕切りにより上下に仕切られたスペース内において、上部

には造雪部が、下部には降雪部が設けられ、 

 前記降雪部は、前記造雪部により製造された雪の降雪中に、雪を湿雪化する

湿雪化装置と、前記降雪部のスペース内の温湿度を調整する温湿度調整装置と

を有し、 

 前記仕切りは、互いに平行に外周面を対向させて所定間隔を隔てて配置され、

上方から隣接するローラーの間の最狭部に向かう向きに回転可能である複数の

ローラーであって、前記最狭部より上のスペースに、脱落する雪を受けること

が可能なように配置された複数のローラーであり、 
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それぞれのローラーは、前記外周面に植毛された回転ブラシ体を構成し、隣接

するローラーの間の最狭部において、雪を圧密化することなしに、互いのブラ

シが重なり合うことにより、仕切りが形成される降雪システム。」 

 である点で一致し、以下の点で相違する。 

 

［相違点１］ 

「造雪部」、「降雪部」及び「雪」に関して、本願補正発明は、「結晶雪製造

部」、「結晶雪降雪部」及び「結晶雪」であるとともに、「結晶雪製造部は、

少なくとも一方が回転駆動可能な上ローラーと下ローラーとの間で、無端状に

掛け渡されたメッシュ状膜体を備えた回転通気膜装置と、前記下ローラーの近

傍で、先端縁が前記メッシュ状膜体の外表面に対して離間する結晶雪脱落体と

を有し、氷点下で、氷飽和以上の水蒸気を含む湿り空気により、メッシュ状膜

体の外表面に結晶雪を生成」するとの構成を有するのに対し、引用発明は、

「造雪スペース」、「降雪スペース」及び雪粒から生成される「雪片」である

とともに、本願補正発明のような結晶雪製造部の構成を有していない点。 

 

［相違点２］ 

本願補正発明が、「複数のローラーそれぞれの回転数は、対応する最狭部より

上のスペースにおいて、対応する回転通気膜装置の結晶雪脱落体により脱落し

た結晶雪に対して、対応する前記回転通気膜装置が一回転して、新たな結晶雪

が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないように、設定される」

のに対し、引用発明は、複数のローラーそれぞれの回転数は特定されていない

点。 

 

（４）判断 

ア 上記［相違点１］について検討する。 

 引用例１の段落【００４７】には、「本実施形態において、降雪を模擬する

雪として、氷片を破砕することにより形成される人工雪であるものとして説明

したが、それに限定されることなく、自然雪であったり、あるいは所定湿度お

よび所定温度の冷風を利用して生成される人工結晶雪であってもよく」と記載

されており、この記載は、引用発明において雪粒から生成される「雪片」に代

えて「結晶雪」を用いてもよいことを示唆している。 

 一方、引用例２記載の事項は、上記相違点２に係る本願発明の構成である 

「結晶雪製造部は、少なくとも一方が回転駆動可能な上ローラーと下ローラー

との間で、無端状に掛け渡されたメッシュ状膜体を備えた回転通気膜装置と、

前記下ローラーの近傍で、先端縁が前記メッシュ状膜体の外表面に対して離間

する結晶雪脱落体とを有し、氷点下で、氷飽和以上の水蒸気を含む湿り空気に

より、メッシュ状膜体の外表面に結晶雪を生成」する構成に相当する。 

 よって、上記引用例１の示唆を踏まえると、引用発明に引用例２記載の事項

を適用し、「造雪スペース」及び「降雪スペース」を「結晶雪製造部」及び

「結晶雪降雪部」として構成し、「結晶雪製造部」を本願補正発明のような構

成として「結晶雪」を製造することは当業者であれば容易になし得たことであ
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る。 

 

イ 上記［相違点２］について検討する。 

 上記相違点２に係る本願補正発明の構成を、上記「２－２ 新規事項の有無

について」で検討した、本願明細書の段落【００３２】及び【図２】から把握

される技術内容を意味するものとして検討を進める。 

 引用発明において、「複数のローラ３０６」は、「互いに平行に外周面を対

向させて所定間隔を隔てて配置され、上方から隣接するローラーの間の最狭部

に向かう向きに回転可能である複数のローラーであって、前記最狭部より上の

スペースに、脱落する雪を受けることが可能なように配置され」ており、ロー

ラーを回転させて下部の降雪スペースに降雪させるためには、所定の回転数を

設定してローラを回転させることは当然のことであり、そして、ローラーが回

転していれば、ローラーの回転ブラシ３１４において、既に造雪された雪と新

たに造雪された雪との落下位置がずれることは明らかであり、ローラーの回転

数をきわめて小さく設定しなければ、落下した雪が重なることはない。 

 そして、引用例１には、回転ブラシ３１４付きローラー３０６は、付着した

雪粒を圧密化しないことから、結晶雪を回転ブラシ３１４によりローラー３０

６から剥離し、降雪を模擬するのに適すること（【００３８】）、降雪する雪

粒の大きさを変えたり、雪質を所望に変えること（【００４１】）が記載され

ており、一方、引用例２記載の事項においては、通気膜体１２上で成長した結

晶雪は、結晶雪の樹枝同士が絡み合うことなく落下（降雪）するものである。 

 そうすると、引用発明に引用例２記載の事項の回転通気膜装置を有する人工

結晶雪製造装置を適用して、結晶雪の降雪を模擬する場合、引用発明の複数の

ローラー３０６の回転速度を、結晶雪の互いの樹枝同士が絡み合うほどに遅く

設定することは考えにくいといえる。また、大雪片化した雪を所望しないので

あれば、ローラー３０６の回転数を、落下した雪が重ならない程度に設定する

ことは、当業者が当然に考慮すべき設計事項ともいえる。 

 加えて、本願明細書にはローラー３０６の回転数の具体例として「１ＲＰＭ

ないし２ＲＰＭ」が記載されている（【００３２】）のに対し、引用例１には、

ゴムローラー３０６の例であってローラー径も不明ではあるものの、 

「１０ＲＰＭ」とする例が記載されている（【００３９】）ことから、本願補

正発明のローラーの回転数は、特に大きく設定されたものとはいえない。 

 そうすると、引用発明において、複数のローラーの回転数を、新たな結晶雪

が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないように設定すること

は、当業者が格別の創意工夫を要することなく容易に想到し得たことである。 

 なお、仮に、上記相違点２に係る本願補正発明の構成の、「回転通気膜装置

が一回転する」ことと「新たな結晶雪が互いの樹脂同士が絡み合うこと」との

関係が、先に脱落した結晶雪に対し、回転通気膜装置が一回転してから脱落す

る新たな結晶雪が絡み合うことを意味するものとしても、ローラーの回転数の

下限値が、上記で検討した場合よりも小さくなるだけであるから、上記検討結

果は左右されない。 
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ウ 本願補正発明が奏する効果について 

 本願補正発明が奏する効果は、当業者が引用発明及び引用例２記載の事項か

ら予測し得る程度のものであって、格別のものではない。 

 

エ 請求人の主張について 

 請求人は、審判請求書において、「引用文献１には、結晶雪製造部と結晶雪

降雪部と仕切る結晶雪の降雪システムが開示され、引用文献２には、結晶雪製

造部の具体化として、霜除去装置１３がスクレ―パである点が開示されている

が、仕切りとしての複数のロ－ラーの回転数について、結晶雪が回転通気膜装

置の回転により製造することに起因する大雪片化を防止する観点から設定する

点は、引用文献１ないし３いずれにも開示はおろか示唆すらされていない。」

（６頁２１行～同頁末行）と主張する。 

 しかしながら、上記イで検討したとおり、引用発明において、複数のローラ

ーの回転数を、新たな結晶雪が互いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片

化しないように設定することは、当業者が格別の創意工夫を要することなく容

易に想到し得たことである。 

 したがって、請求人の主張は採用できない。 

 

（５）まとめ 

 以上のように、本願補正発明は、引用発明及び引用例２記載の事項に基いて

当業者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９条第２

項の規定により、特許出願の際独立して特許を受けることができない。 

 

３ むすび 

 したがって、本件補正は、特許法第１７条の２第５項第１号ないし第４号の

いずれを目的とするものでもなく、しかも、特許法第１７条の２第３項の規定

に違反し、また、特許法第１７条の２第６項において準用する同法第１２６条

第７項の規定に違反する。 

 よって、本件補正は、同法第１５９条第１項において読み替えて準用する同

法第５３条第１項の規定により却下すべきものである。 

 

第３ 本願発明について 

１ 本願発明 

 本件補正は上記のとおり却下されたので、本願の請求項１～４に係る発明は、

平成３０年１２月１９日付けの手続補正書により補正された特許請求の範囲の

請求項１～４に記載された事項により特定されるとおりのものであるところ、

その請求項１に係る発明（以下「本願発明」という。）は、前記「第２［理由］

１（１）」に記載のとおりのものである。 

 

２ 原査定の拒絶の理由 

 原査定の拒絶の理由は、次のとおりである。 

（１）この出願の請求項１、２に係る発明は、その出願前に日本国内において、
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頒布された下記の刊行物１、２に記載された発明に基いて、その出願前にその

発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をするこ

とができたものであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受ける

ことができない。 

（２）この出願の請求項３、４に係る発明は、その出願前に日本国内において、

頒布された下記の刊行物１～３に記載された発明に基いて、その出願前にその

発明の属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をするこ

とができたものであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受ける

ことができない。 

 

 引用文献１：特開２０１６－６３６２号公報 

 引用文献２：特開平９－３２９３８０号公報 

 引用文献３：実願昭６３－３０６８６号（実開平２－１３９５９号）のマイ

クロフィルム 

 

３ 引用文献 

 引用文献１、２及びその記載事項は、前記「第２［理由］２－３（１）」、

「第２［理由］２－３（２）」に記載した引用例１、２及びその記載事項と同

じである。 

 

４ 対比・判断 

 本願発明は、上記「第２［理由］２－３」で検討した本願補正発明から「前

記複数のローラーそれぞれの回転数は、前記対応する最狭部より上のスペース

において、対応する前記回転通気膜装置の前記結晶雪脱落体により脱落した結

晶雪に対して、対応する前記回転通気膜装置が一回転して、新たな結晶雪が互

いの樹枝同士が絡み合うことにより、大雪片化しないように、設定される」と

の事項を削除したものである。 

 そうすると、本願発明と引用発明とを対比すると、上記「第２［理由］２－

３（３）」における相違点１と同様の点で相違するから、上記「第２［理由］

２－３（４）」で検討したのと同様の理由で、本願発明は、引用発明及び引用

例２記載の事項に基いて当業者が容易に発明をすることができたものである。 

 

第４ むすび 

 以上のとおりであるから、本願発明は、特特許法第２９条第２項の規定によ

り特許を受けることができない。 

 したがって、他の請求項について検討するまでもなく、本願は、拒絶される

べきものである。  

 よって、結論のとおり審決する。 

 

 

  令和２年６月２６日 
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審判長 特許庁審判官 紀本 孝 

特許庁審判官 平城 俊雅 

特許庁審判官 槙原 進 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

 

〔審決分類〕Ｐ１８．１２１－Ｚ（Ｆ２５Ｃ） 

５６１ 

５７５ 

 

 審判長 特許庁審判官 紀本 孝 8815 

 特許庁審判官 槙原 進 8715 

 特許庁審判官 平城 俊雅 9027 


